
 
【主要部分の日本語仮訳】 

 

「仏暦２５４８年非常事態における統治に関する勅令」（非常事態令） 

非常事態令第９条に基づく決定事項（第２４号） 

 

 昨年３月２６日付のタイ王国全土を対象とした非常事態宣言の発令および本年７月３１日ま

での同宣言の適用期間の延長に関し、非常事態令第９条及び仏暦２５３４年国家行政規則法第

１１条に基づき、首相は一般的な決定事項、及び全ての当局職員の行動規則として、次のとお

り発令する。  

 

第１項 衛生マスクまたは布マスクの着用 

 感染拡大状況の発生を防ぐため、居住地外ないし公共の場において、保健省が推奨する正し

い方法で、衛生マスクまたは布マスクを引き続き着用せしめる。 

 着用していない者に対しては、当局職員による注意喚起や正しい着用の指示が行われ、右に 

従わない場合、感染症法に則した措置が執られる。 

当局が主催する、ないし当局から許可を得た、多数が参加し感染の危険性が高い活動におい

て、長時間に及ぶためにマスクの着用が不具合を生じるか所期の目的を妨げると見込まれる場

合、当該活動の主催者は、参加者数の制限、物理的距離の確保やマスク着用の徹底や、非感染

証明の提示を求める等、当局が定める防疫措置についても厳格に遵守し、参加者に対して症状

のスクリーニングやマスクの常時着用を徹底した上で、発言の際に限ってマスクを外すことを

容認することが出来る。 

 

第２項 地域の決定 

 感染拡大状況に応じ、適切な措置を実施するため、全国を以下５つの地域に区分する。区分

の詳細は別表のとおりとする。 

（１）最高度厳格管理地域 （バンコク都、ノンタブリ県、パトゥムタニ県、サムットプラカ

ン県、計４都県） 

（２）最高度管理地域   （チャチュンサオ、チョンブリ等、計１１県） 

（３）管理地域      （アユタヤ、ナコンシータマラート等、計９県） 

（４）高度監視地域    （チェンマイ、プーケット等、計５３県） 

（５）監視地域      （該当なし） 

 

第３項 地域ごとの措置 

（１）最高度厳格管理地域 

ア 学校および全ての教育機関に対し、多数が参加し感染の危険性が高い、授業、試験、研修

ないし各種各動のための施設の使用を禁ずる。但し、以下の活動についてはＣＣＳＡオペレー

ション・センター（ＣＣＳＡ－ＯＣ）（注：責任者はナタポン国家安全保障会議事務局長が務

める）に対し許可を求めることが出来る。 

 （ア）遠隔授業の実施 

 （イ）支援活動 

 （ウ）各都県の知事が許可を与えた当局ないし公共の活動 

 （エ）生徒数が合計１２０名未満の教育機関ないし国境警察学校 



イ 飲食店に関し、店舗での飲食を午後１１時まで認める。但し、着席可能な人数を、本来の

５０％以下に制限せしめる。店舗でのアルコール飲料の消費は禁止する。店舗の責任者に対し

ては、物理的距離をはじめとする防疫措置を実施せしめる。 

ウ 感染症法に則して認められる、ないし、各都県の知事が許可する活動及び施設を除き、運

動施設、ジム、フィットネスの営業を禁ずる。屋外ないし換気が十分行い得る運動場や施設に

ついては、使用時間を午後９時までとする。試合については、無観客の場合に限り、当局が定

める防疫措置に従った上で実施を認める。 

エ 百貨店、ショッピングセンター、コミュニティモールについては、入場者数を制限しつ

つ、営業時間を午後９時までとする。但し、ゲームセンター、遊戯施設は閉鎖せしめる。 

 

（２）最高度管理地域 

ア 学校および全ての教育機関に対し、必要不可欠な場合は、多数が参加する授業、試験、研

修ないし各種活動のための施設の使用を認める。その場合、それぞれ現地の状況に応じ、都県

の感染症対策委員会に助言を受けた都知事が定める防疫措置を実施するものとする。 

イ 飲食店に関し、店舗での飲食を午後１１時まで認める。但し、店舗でのアルコール飲料の

消費は禁止する。 

ウ 運動施設、ジム、フィットネスは、営業時間を午後９時までとする。試合については、当

局が定める防疫措置に従った上で、観客有りでの実施を認める。 

エ 百貨店、ショッピングセンター、コミュニティモールについては、入場者数を制限しつ

つ、従来どおりの営業を認める。但し、ゲームセンター、遊戯施設は閉鎖せしめる。 

 

（３）管理地域 

ア 学校および全ての教育機関に対し、多数が参加する授業、試験、研修ないし各種活動のた

めの施設の使用を認める。その場合、それぞれの状況に応じ、教育省、高等教育・科学・研

究・イノベーション省および関係当局の監督の下、当局が定める防疫措置を実施するものとす

る。 

イ 飲食店に関し、法令が定める範囲内で、従来どおりの営業を認める。但し、店舗でのアル

コール飲料の消費は禁止する。 

ウ 運動施設、ジム、フィットネスは、従来どおりの営業を認める。試合については、当局が

定める防疫措置に従った上で、入場者数を制限しつつ実施を認める。 

エ 百貨店、ショッピングセンター、コミュニティモールについては、従来どおりの営業を認

める。但し、ゲームセンター、遊戯施設は閉鎖せしめる。 

 

（４）高度監視地域 

ア 学校および全ての教育機関に対し、多数が参加する授業、試験、研修ないし各種活動のた

めの施設の使用を認める。その場合、それぞれの状況に応じ、教育省、高等教育・科学・研

究・イノベーション省および関係当局の監督の下、当局が定める防疫措置を実施するものとす

る。 

イ 運動施設、ジム、フィットネスは、従来どおりの営業を認める。試合については、当局が

定める防疫措置に従った上で、入場者数を制限しつつ実施を認める。 

ウ 百貨店、ショッピングセンター、コミュニティモールについては、従来どおりの営業を認

める。但し、ゲームセンター、遊戯施設は閉鎖せしめる。 

 

 

 



（５）監視地域 

 当局が定める防疫措置、当局の指導および関連法規に従いつつ、従来どおりの施設の使用、

事業および活動を認める。 

 

第４項 禁止される活動 

 当局が実施ないし当局が許可する場合を除き、以下の活動を禁ずる。 

（１）最高度厳格管理地域における、５０名以上が参加する活動。 

（２）最高度管理地域における、１００名以上が参加する活動。 

（３）管理地域における、１５０名以上が参加する活動。 

（４）高度監視地域における、２００名以上が参加する活動。 

（５）監視地域における、３００名以上が参加する活動。 

 

 上述の条件に適合して実施する活動に際しても、当局が定める防疫措置に従うものとする。 

 

第５項 各都県における個別の措置 

 各都知事は、それぞれの感染症対策委員会の同意に基づき、ＣＣＳＡ－ＯＣに対し、都県内

の個別の地域割や措置の緩和について提案を行うことができる。 

 各都知事は、本件決定事項が定める内容以外にも、感染症法に則し、都県内における施設の

閉鎖や活動の規制を指示することができる。 

 

第６項 娯楽施設の閉鎖 

 各都県知事に対し、娯楽施設および右類似施設、パブ、バー、カラオケ、入浴施設、個室付 

浴場、ないしこれらに類似する施設について、各都県の感染症対策委員会の同意に基き、最低 

１４日間の一時的な閉鎖を検討せしめる。 

 他方、各都県の感染状況は異なることから、各都県知事は、各都県の感染症対策委員会の同

意に基き、ＣＣＳＡ－ＯＣに対し、措置の緩和について提案を行うことができる。 

 

第７項 感染拡大の危険性の高い施設及び活動の厳格な管理 

 当局職員は、本件決定事項の履行状況について、移民労働者が働く工場や宿泊所等といった

感染拡大の危険性の高い施設や活動の監視を厳格に行うものとする。履行されていない場合

は、注意および適切な履行を指示するものとする。仮に履行しない場合は、法令に則した措置

を執るものとする。 

 

第８項 移民労働者の移動に関する措置 

 各都県知事は、各都県の感染症対策委員会の同意に基き、当局が定める防疫措置を厳格に遵

守するとの条件で、所轄内の移民労働者の就労のための越境移動を認めることができる。この

点、当局者は移民労働者の移動について監視、検査もしくはスクリーニングを行うものとす

る。 

 都県内の移民労働者の移動についても、定められた措置に則したものとなるよう当局職員が

監視を行った上で、これを認める。 

 

第９項 勤務先以外での作業 

当局および政府機関の責任者ならびに民間の事業者に対し、勤務先以外での作業を指示

する、勤務先で作業する人数を減らす、勤務時間を短縮する等、事業に則した適切な方

法をもって、感染拡大の危険性を減らすための取り組みの継続を求める。 



 

第１０項 映画およびテレビ番組の撮影に関する緩和 

 映画およびテレビ番組の撮影は、人数を制限した上で、これを認める。当局の定める防疫措

置を実施しつつ、撮影中のマスク着用は免除する。 

 

第１１項 旅行者受け入れの準備 

 当局職員は、政府の開国パイロット事業のための準備作業を至急実施する。 

 

第１２項 措置の見直し 

 ＣＣＳＡ－ＯＣに対し、現地の状況に適した規制地域や措置に関する見直しについて、首相

およびＣＣＳＡに向けて提案せしめる。 

 

第１３項 実施のための連携と協力 

 ＣＣＳＡ－ＯＣは、これら措置の実施について、関連当局、民間、ＣＣＳＡ内組織との連携

と協力を進める。 

 

以上の内容は、仏暦２５６４年（西暦２０２１年）６月２１日以降適用される。  

 

仏暦２５６４年６月１８日  

プラユット・チャンオーチャー 陸軍大将 首相  

 

 

（第２項の区分を含む官報原文（タイ語）：  

http://www.ratchakitcha.soc.go.th/DATA/PDF/2564/E/133/T_0001.PDF ） 


